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持続可能な社会の実現に向けた交通政策検討小委員会

国内・国際物流政策の評価

敬愛大学 根本敏則

2024.10.24

１，国内・国際物流の概況
２，物流規制緩和→荷主に対する規制で生産性向上
３，トラック分担率増→鉄道・内航海運の輸送量倍増

4， 港湾・空港の重点整備→自由貿易地域でグローバルハブ形成

５，まとめ



１，国内・国際物流の概況

出典:根本他（2024）「第3章物流」、運輸総合研究所『平成期における我が国の交通運輸・観光政策に関する研究調査』所収

トンベースの貨物量減
要因１ 円高・中国WTO加盟で製造業のアジア転出で国内の生産物流・販売物流減
要因2 重厚長大産業の相対的縮小（金属製品などの輸送減）
要因3 平成中期に公共事業関係費減で「砂利・砂・石材」輸送減
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トンキロベースの貨物量微減
要因１ トンベースで減少した「砂利・砂・石材」の輸送は短距離でトンキロへの影響は小さい
要因2 特別積み合わせ貨物輸送などが長距離化し、自動車トンキロが増加

→トラック長距離輸送で積載率改善が進まず、人手不足が深刻化

出典:根本他（2024）「第3章物流」、運輸総合研究所『平成期における我が国の交通運輸・観光政策に関する研究調査』所収

輸送機関別国内貨物輸送量の推移（トンキロベース）

2010年度以降
軽自動車を除外
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2000-2008 2010-2022

(H12-H20) (H22-R4)

世界 5.5 2.6

中国 20.9 5.1

欧州 4.1 1.8

日本 6.3 1.3

米国 3.9 2.1

財貿易量の年平均伸び率

4出典:根本他（2024）「第3章物流」、運輸総合研究所『平成期における我が国の交通運輸・観光政策に関する研究調査』所収

世界貿易における
中国の台頭

日本の輸出入における
中国シェアの拡大

１，国内・国際物流の概況

図 5 世界の財貿易量の推移（2010年=100）
出典：「世界経済の潮流2023Ⅱ」内閣府（2024）を参考にWTO

Statsデータから作成

図 8 主要国別輸出入額
出典：各年の「外国貿易概況」日本関税協会より作成



5出典:根本他（2024）「第3章物流」、運輸総合研究所『平成期における我が国の交通運輸・観光政策に関する研究調査』所収

航空での輸出入も拡大
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図 10 輸送手段別国際貨物輸送量（金額ベース）
出典：各年の「外国貿易概況」日本関税協会より作成

航空での輸出入も徐々に拡大
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物流事業者数

運賃収入

ドライバー
運転時間

2024年
労働規制強化

ドライバー所得
荷待ち・
荷役時間

店着価格制度

多重下請構造

ドライバー数

運べない危機

－

＋

－ ＋ ＋

－ －

＋

－

＋

－

人手不足倒産
－

２，物流規制緩和→荷主に対する規制で生産性向上

－

＋：正の因果関係
（増えれば（減れば）、増える（減る）

ー：負の因果関係
（増えれば（減れば）、減る（増える）

物流生産性を低下させる商慣行
多重下請構造・店着価格制度

全産業平均比較
労働時間20％増
年間所得10％減

1990年からの
物流規制緩和



価格
（デフレ）

物流コスト 運賃収入・ドライバー賃金

総合物流施策
大綱

(2021-2025)

物流の付加価
値労働生産性
を2025年までに

20%向上

≠
＋

下がる下げる

これまで

＋

荷主はデフレで物流コスト削減→運賃減少

2つの労働生産性：
付加価値労働生産性＝付加価値（売上ー費用）/労働時間
物的労働生産性＝輸送トンキロ/労働時間
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8出典：「持続可能な物流な実現に向けた検討会」北條英委員追加提出資料

「物流コスト」と「ドライバー賃金」には正の相関

1995

2000

2005
2015

2010
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価格 物流コスト 運賃収入・ドライバー所得

総合物流施策
大綱

(2021-2025)

物流の付加価
値労働生産性
を2025年までに

20%向上

若干の運賃値上げ＊ 運賃収入・ドライバー所得増 労働時間減

2024年危機回避

≒
＋

＋

＋ ＋

上げる若干上がる

これから

＊大島（2023）によれば、「運賃の半分を占めるドライバー運賃を他産業並みに引き上げ、諸コスト上昇を加味すれば
20～30％運賃値上げ（標準的運賃程度）は当然」。

仮に、物的労働生産性を
25%向上できれば、それに
よって歯車を逆回転

10％程度 所得10％アップ 20％削減

＋

＋

物的労働生産性向上→付加価値労働生産性向上

若干上がる

物的労働生産性を向上させ、その果実を「賃金増」、「労働時間減」とともに、「運賃値上げの抑制」に充当

これまで

9

時給換算37％アップ
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物流政策の方向性（検討会最終取りまとめに加筆）

発注ロッ
ト拡大・
リードタ
イム延長

共同
輸配
送

標準的運賃・
料金明確化・
書面化

トラックGメン

標準

パレッ
ト活用

予約受
付シス
テム

メ
ニュー
プライ
シング

中継
輸送・

最高
速度

モー
ダル
シフト

拘束時間削減運賃・賃金改善
付帯業務削減・
物流効率化積載率向上

荷待ち・荷役
時間削減

物流事業者による物流生産性向上の取組荷主による物流生産性向上の取組

物流統括管理者（CLO）の選任

荷主・物流事業者に対する規制：物流生産性向上中長期計画の策定・取組状況報告

注） 「緊急パッケージ（10月）」では、「鉄道・内航海運、10年で倍増」追加

実運
送体
制管
理簿

物流業
務標準
化

再配達
削減

デジタ
コ義
務化
検討

車両
の大
型化

給与
体系
見直し



荷主・物流事業に対する規制的措置（改正物流法）

出典: 第1回 国交省・経産省・農水省3省審議会合同会議 資料 2024年6月
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①鉄道・内航海運の輸送量・輸送分担率を今後10 年程度で倍増

出典：官民物流標準化懇談会 モーダルシフト推進・標準化分科会「各検討事項に関する方向性と施策」、国土交通省

②大型コンテナ導入
• 31ft コンテナの利用拡大を優先的に促進＆中長期的に40ft コンテナも利用拡大

③コンテナ専用トラック、シャーシ、コンテナ、関連設備等の導入支援

（鉄道）

（内航海運）

2020年度 2030年代前半

鉄道・内航海運の
合計の輸送量、輸送分担率

6800万トン（1.7%）
トラック約3万台分

1億3600万トン（3.4%）
トラック約6万台分

内訳 鉄道（コンテナ貨物） 1800万トン（0.4%） 3600万トン（0.8%）

内航海運（フェリー・RORO 船等） 5000万トン（1.3%） 1億トン（2.6%）

• 31ftコンテナの確保、貨物駅等の施設整備・荷役機器等の導入
• 国際海上コンテナ輸送に必要な低床貨車の導入

• シャーシ等の必要数確保や新船の投入及び船舶の大型化促進
• 内航フェリー・RORO船ターミナルの機能強化の促進
• 荷主・船社・政府のモーダルシフトコミットメント

3，トラック分担率増→鉄道・内航海運の輸送量倍増
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東京から福岡（翌々日圏）への宅配貨物輸送手段の比較を通じて

羽田クロ
ノゲート

福岡
ベース

①単車（41％）

②トレーラー（29％）

JR貨物

東京ター
ミナル

JR貨物

福岡ター
ミナル

③鉄道（20％）

横須賀港新門司港
④フェリー（10％）

羽田
空港

北九州
空港

⑥航空

⑤ダブル連結トラック

中継
エリア

⑦高速道路自動運転トラック

羽田クロノゲート：ヤマト運輸の関東での最大物流拠点
図中、実線は現在利用されている輸送手段（カッコ内数値は分担率）、破線は導入予定の輸送手段

比較する指標は、①所要時間、②労働生産性、③CO2排出量、④運行コスト

中継
エリア

中
継

出典：加藤・根本他（2022）「東京・福岡間の宅配貨物輸送手段の比較」日本海運経済学会全国大会

鉄道・内航海運へのモーダルシフトの効果

JR貨物

大阪ター
ミナル ⑧高速道路自動運転トラック＋鉄道



羽田CGB
21：00 出発

関東中継エリア
（横浜青葉ICで設定）
21：27 トレーラー到着

ドライバー：トレーラー切り離し
支援会社：ﾄﾚｰﾗｰ接続・運行準備

21：43 出発

北部九州中継エリア
（福岡ICで設定）

翌10：49 トレーラー到着
支援会社：トレーラー切り離し
ドライバ－：トレーラー接続

11：06 出発

福岡B
11：08 到着

自動運転運行 支援会社 指令センター
NEXCO・OEM・システム企業、常時 19名

監視8名、緊急対応4名、物流事業者対応（予約、到着時刻連絡）7名

北部九州
中継エリア

関西
中継エリア

関東
中継エリア

断面交通量
上り200台
下り200台

断面交通量
上り600台
下り600台

支援会社
出張所

支援会社
出張所

支援会社
出張所

新東名・新名神中国縦貫（または山陽道）

常時  8名 

監視 2名
緊急対応 2名

物流事業者対応 2 名
トラクター着脱 2名

常時  18名 

監視 2名
緊急対応 4名

物流事業者対応 4 名
トラクター着脱 8名

常時 16名 

監視 2名
緊急対応 2名

物流事業者対応 4 名
トラクター着脱 8名

高速道路直結施設

で、マニュアルトレー
ラーから、自動運転
トレーラーに交換

高速道路直結施設

で、自動運転トレー
ラーから、マニュア
ルトレーラーに交換

マニュアル
運転

LEVEL4
自動運転

マニュアル
運転

LEVEL4
自動運転

自動運転の運行及び運行支援会社の体制イメージ
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東京

仙台

福岡

札幌

大阪

断面C

断面A

断面D

断面E

断面F

断面B

ボトルネック区間を迂回し輸送手段最大限利活用

札幌―福岡間 ボトルネック区間：
津軽海峡（断面B）＆東海道（断面E）

津軽海峡線
北海道新幹線

断面Ｂ 国道5号線
道央道
函館本線
北海道新幹線（2030年開業予定)

断面Ａ

紫字下線ーボトルネック区間
赤字ー混雑区間
黒字ー低利用区間

国道1号線
東名道・新東名道
東海道本線
東海道新幹線
リニア新幹線（東京―大阪2045年
開業予定）

断面Ｅ

国道４号線・6号線
東北道・常磐道
東北本線・常磐線
東北新幹線

断面Ｄ

国道４号線
東北道・三陸道
ＩＧＲいわて銀河鉄道
東北新幹線

断面Ｃ

国道2号線
山陽道・中国道
山陽本線
山陽新幹線

断面Ｆ
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東京

仙台

福岡

札幌

苫小牧

大阪
吹田

断面C

断面A

断面D

断面E

断面F

断面B

JR貨物

太平洋フェリー
（手配：日通)

JR貨物
新東名自動運転トラック

札幌―福岡間 ボトルネック区間・代替輸送 紫字下線ーボトルネック区間
赤字ー混雑区間
黒字ー低利用区間

国道1号線
東名道・新東名道
東海道本線
東海道新幹線
リニア新幹線（東京―大阪2045年
開業予定）

断面Ｅ

津軽海峡線
北海道新幹線

断面Ｂ

貨物新幹線津軽海峡線
北海道新幹線

断面Ｂ

東京―福岡間 ＝ 新東名自動運転トラック ＋ 山陽線JR貨物

東京―札幌間
＝ 日本海フェリー ＋ 東北線・常磐線JR貨物

東京―札幌間
＝ 貨物新幹線 ＋ 東北線・常磐線JR貨物

鉄道ボトルネックを迂回する代替輸送手段

ｃ.ｆ． 輸送量10年で倍増するためには、政府・荷主・物流事業者による協調投資が必要



自動運転+鉄道（貨車26両編成）
31ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ：ロールボックスパレット 16本/個

大阪貨タ始発
列車番号63のダイヤベース

自動運転：早期実用化が期待できる東名阪

 鉄  道  ：線路容量に、比較的余裕のある
阪神・福岡間

の組み合わせ。

 JR貨物の大阪貨物ターミナルに、近畿自動
車道に直結する自動運転の中継エリアを新
設して接続。

鉄

道

自
動
運
転

有
人
運
転

有
人
運
転

福岡貨物
ターミナル

16：10 列車着
16：44 ﾄﾗｯｸ発

関東中継
エリア

（横浜青葉IC）

21：27 着
21：43 発

羽田CGB

21：00 出発

関西中継エリア
（JR大阪貨物ﾀｰﾐﾅﾙ）

翌03：36トラック着
05：34 列車発

福岡B

17：00 到着

新東名・新名神経由

Googleマップを元に作成

出典：NX商事HP

出典：国土交通省HP
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評価結果

①
単車

②
ﾄﾚｰﾗｰ

③
鉄道

④
フェリー

⑤
ﾀﾞﾌﾞﾙ連結

⑥
航空機

⑦
自動運転

⑧
自動+
鉄道

A．所要時間 1.00 0.99 1.34 1.59 1.02 0.45 0.93 1.31

B．労働生産性 1.00 1.52 10.74 7.40 2.34 0.94 15.00 6.77

C．CO2排出量 1.00 0.82 0.21 0.32 0.57 9.22 0.82 0.60 

D．運行コスト 1.00 0.84  0.97 0.86 0.59 9.55 0.60 1.19

物的労働生産性が高くCO２排出量が少ない鉄道・フェリー

①
単車

②
ﾄﾚｰﾗｰ

③
鉄道

④
フェリー

⑤
ﾀﾞﾌﾞﾙ連結

⑥
航空機

⑦
自動運転

⑧
自動+
鉄道

A．所要時間 ▲ ◎

B．労働生産性 ◎ ◎ ○ ◎ ◎

C．CO2排出量 ◎ ◎ ○ ▲ ○

D．運行コスト ○ ▲ ○

出典：加藤、根本（2024）「貨物鉄道・フェリー・自動運転トラックによるインターモーダル輸送の評価」物流問題研究、掲載予定

高い労働生産性

脱炭素
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４ 港湾・空港の重点整備→自由貿易地域でグローバルハブ形成

国際物流政策
出典:根本他（2024）「第3章物流」、運輸総合研究所『平成期における我が国の交通運輸・観光政策に関する研究調査』所収

1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1

国際物流（白書テーマ）

４港湾・空港周辺整備

５国際複合一貫輸送の
取組

中枢・中核国際港湾等の整備 スーパー中枢港湾プロジェクトの推進 国際コンテナ戦略港湾の機能強化

３国際航空物流機能の
強化

１港湾整備の重点化
施策 国際バルク戦略港湾の機能強化

日本海側港湾の機能別の拠点化

LNGバンカリン
グ拠点の形成

２港湾手続きの高度
化・海上交通環境の整
備

港湾の24時間フルオープン化等港湾荷役の効率化・
サービス向上の推進

各種⼿続の電⼦化、ワンストップサービス化（シングル

ウィンドウ化）

製品輸入増大等への対応
大交流時代を支
える輸入促進へ

の対応

国際物流拠点の
機能強化

ニーズに応じた国際物流施策
の推進

我が国物流システムの海外展開の
推進

国際複合一貫輸送の推進

海上交通環境の整備（国際幹線航路の整備。湾内航行ノンストップ化等）

国際航空貨物増大への対応 国際競争力の強化に向けた航空物流機能の高度化

関西国際空港整備・開港 関空二期工事・供用

中部国際空港整備・開港

成田国際空港平行滑走路整備事業

羽田空港再拡張事業（D滑走
路、国際線地区貨物ターミナル

等整備）

港湾及び空港周辺における製品・農産物輸入体制の整備
総合輸入ターミナルの整備

「輸⼊の促進及び対内投資事業の円滑化に関する臨時措置法」
に基づくFAZの整備



20

国際基幹航路の寄港回数・船型

出典:2024年10月10日関税・外国為替等審議会関税分科会、国土交通省提出資料

釜山港は自由貿易地域により集荷・創貨に成功し、国際基幹航路を維持
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韓国自由貿易
地域

日本保税地
域

機能 蔵置、加工、展示、

雇用創出（産業
政策）、トランシッ
プ貨物創出（港
湾・空港政策）

蔵置、加工、
展示

蔵置
期間

無期限 2年

優遇
措置

法人税・所得税
減免、安い土地
賃貸料＊

なし（沖縄国
際物流特区
のみあり）

自由貿易地域による集荷・創貨

物品の搬入 再輸出・
トランシップ

蔵置・加工・展示

自由貿易地域（保税地域＋各種優遇措置）

関税免除

税関

国内地域
（関税エリア）

物品の搬出 物品の搬入

輸入通関 輸出通関

国外

＊釜山FTZの土地賃貸料は年３５円/㎡

釜山自由貿易地域と日本保税地域

保税倉庫・保税工場
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インチョン空港・釜山港トランシップ貨物

（１） インチョン空港トランシップ

（２） 釜山港トランシップ
2022年の釜山港のコンテナ取扱個数は、2208万
TEU（世界ランキング7位）。ちなみに、日本では東
京港が493万TEU（46位）。

釜山港で積み替えられるトランシップコンテナ（コ
ンテナの最初の船積国、最終の船卸国が韓国で
はない）の比率は51％。
日本の国際コンテナ
戦略港湾（京浜港・
阪神港）の比率は
1.0％。

中国・
アセアン諸国 敦賀港など＊

在庫・流通加工

釜山新港FTZ

関税免除

商品調達

保税倉庫

ニーズに応じた
商品供給

事例：
千趣会（通販）のロジスティクス

FTZ利用のメリット：
倉庫費用・国内輸送費用の削減
（物流コストの12～13％、年間1～2億円）

＊釜山港から日本向け定期船71便/週

釜山新港の荷役が
完全自動化された

Dongwon Global
Terminal： 将来のコ

ンテナ船大型化に備え
て23mの岸壁を整備中

2023年のインチョン空港の貨物取扱量は271万ト
ン（世界ランキング2位）、トランジット率47％。成田
国際空港は、187万トン（5位）、トランジット率は
35％。
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成田国際空港新貨物地区

現実空間（2020年3月） 仮想空間（2030年3月）

第3滑走路
新貨物地区
（上屋の一体化）

圏央道IC

参考資料： 「新しい成田空港」構想 中間とりまとめ

フォワーダー
施設
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主要輸入品

新貨物地区

自由貿易地域（FTZ）

仕
分
け
の
自
動
化
・機
械
化

上
屋
の
連
携

フ
ォ
ワ
ー

ダ
ー
集
約

フ
ォ
ワ
ー

ダ
ー
集
約

KPI：着陸から荷受まで3時間

保税工場

e.g.ケータリング

原材料

機内食

保税倉庫

e.g.自動車部品
積合せセンター

輸入部品

アソート
部品

国内食材

場合によって
国内部品

税
関

半導体製造装置、
光学機器、生鮮食品？

医薬品、通信機、

半導体、EC貨物？

主要輸出品

KPI：予約システムで荷受待ち時間の極小化

税
関

税
関

（場合によって
保税輸送）

フォワーダー施設

成田国際空港自由貿易地域

（場合によって
保税輸送）

（場合によって保税倉庫）（貨物のステータス
確認システム）
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まとめ

物流規制緩和→荷主に対する規制で生産性向上
バース予約システム（DX）→荷待ち時間短縮
標準パレット利用・事前出荷情報（DX）で検品レス→荷役時間短縮
共同輸配送・リードタイム確保（DX）→積載率向上

トラック分担率増→鉄道・内航海運の輸送量倍増
リードタイム緩和、コンテナ・シャーシの確保
ボトルネック区間の迂回ルート開発、脱炭素への貢献評価
荷主・JR貨物・船社・政府のモーダルシフトコミットメント

港湾・空港の重点整備→自由貿易地域でグローバルハブ形成

国交省による港湾・空港の重点整備に加え、保税地域での規制緩和・
法人税・所得税の減免（財務省）、サプライチェーン維持・強化という経
済安全保障（経産省）、用地確保・都市計画等での配慮（地方自治体）
などの優遇措置を組み合わせた自由貿易地域の創設
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